
第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）政治経済学研究科の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎大学院は研究科または専攻ごと
に，人材の養成に関する目的その他
の教育研究上の目的を学則または
これに準ずる規則等に定めているこ
と。
◎高等教育機関として大学が追及
すべき目的を踏まえて，当該大学，
学部・研究科の理念・目的を設定し
ていること。
　　　　　　　　　　　　　　【約５００字】

 本研究科は，理念・目的（人材養成その他教育研究上の目
的）において，本学の建学の精神や「個を強くする大学」
というキャッチフレーズは明記されている）。研究科の理
念は，「複雑化した現代社会が抱えている諸問題の解決に
取り組む人材を育成することを目的とし，学術，研究の高
度化に対応できる優れた＜若手研究者＞と，今日の複雑
化，高度化した社会が求める専門的知識と技術を持った＜
高度専門職業人＞の育成を使命としている」とされてい
る。（資料１－１）

重要度の増してきて
いる外国人留学生に
対する教育・研究方
針の確立などの国際
化への対応を含めた
理念・目的の検討が
必要である。

　理念・目的を検証
が，カリキュラム改
革などの改革と効果
的に連動するように
する。

資料１－１　2014年度教育・研究
に関する長期・中期計画書

b ●当該大学，学部・研究科の理念・
目的は，建学の精神，目指すべき方
向性等を明らかにしているか。
　　　　　　　　　　　　　　【約１００字】

　本研究科の将来的な方向性については，基本理念におい
て，「今日の複雑化，高度化した社会が求める専門的知識
と技術を持った＜高度専門職業人＞の育成」を使命として
おり（資料１－１），その目的と使命にもとづき，教育・
研究活動を継続しており，目指すべき方向性を明確にして
いる。

資料１－１　2014年度教育・研究
に関する長期・中期計画書

（２）政治経済学研究科の理念・目的が，大学構成員（教職員及び学生）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物，ホームページ等に
よって，教職員・学生，受験生を含む
社会一般に対して，当該大学・学部・
研究科の理念・目的を周知・公表し
ていること

 　　　　　　　　【約１５０字】

　目指すべき人材像が示されている学位授与方針は，大学
院ガイドブック（資料１－３，39貢），大学院便覧（資料
１－４，46貢），大学院学生募集要項（資料１－５，２
貢），研究科のシラバス（資料１－６，６貢）やホーム
ページ（資料１－７）上で公開し，在校生のみならず，他
大学および社会一般にも周知している。

資料１－３　2014年度大学院ガイ
ドブック
資料１－４　3013年度大学院便覧
資料１－５　2013年度大学院学生
募集要項
資料１－６　2013年度大学院政治
経済学研究科シラバス
資料１－７　政治経済学研究科
ホームページ「政治経済学研究科
学位授与方針（ディプロマ・ポリ
シー）」
（http://www.meiji.ac.jp/dai_in
/political_science-
economics/policy/graduate_dp.ht
ml）

（３）政治経済学研究科の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●理念・目的の適切性を検証するに
当たり，責任主体・組織，権限，手続
きを明確にしているか。また，その検
証プロセスを適切に機能させている
か。
　　　　　　　　　　　　　　【約３００字】

　理念・目的の適切性の検証については，毎年度，「教
育・研究に関する長期・中期計画書」の作成時に，執行部
で検討し研究科委員会で承認している。（資料１－10）

　理念・目的の検証
については，自己点
検・評価報告書と
「年度計画書」を作
成するプロセスにお
いてもなされている
が，十分な体制とは
言えない。

　カリキュラムの改訂
に合わせて，理念・目
的との整合性について
計画的に検証を行う。

　理念・目的の検証
については，毎年
度，たとえば大学院
ガイドの改訂の時期
などに合わせて，そ
の適正性を含めて体
系的に行う必要があ
る。

資料１－10　政治経済学研究科委
員会議事録（2012年6月5日開催，
報告事項４「2013年度教育研究に
関する年度計画書について」）

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

評価

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点
F列の現状から記

述

改善を要する点
F列の現状から記述

改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている
点

に対する発展計画
G列における伸張項
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第３章　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）政治経済学研究科として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか

a ●＜教員像と教員組織の編制方針
＞
専門分野に関する能力，教育に対す
る姿勢等，大学として求められる教
員像を明らかにしたうえで，当該大
学，学部・研究科の理念・目的を実
現するために，学部・研究科ごとに
教員組織の編制方針を定めている
か。また，その方針を教職員で共有
しているか。
　　　　　　　【約４００字】

本研究科が求める教員像は，大学が毎年度定める「学長
方針」や「教員任用の基本計画」に示された大学が定め
る教員像に基づき，「教育研究に関する長中期計画書・
年度計画書」（資料３－１）において「教員・教員組
織」において方針を毎年度検討し明示し，研究科委員会
で承認することで共有している。（資料３－２）
　なお，本研究科が本年度定めた教員組織の編制方針
は，年度計画書にあるように、①政治経済学部との一層
の連携を図りながら大学院担当教員数を増やす，②優秀
な人材を確保するために兼任教員の採用を増やす，③本
研究科人事による客員教員（特任教員を含む）を採用す
るなどして継続的且つ積極的に取り組んでいく。また、
教員の資質向上のため、新たに設置した研究科ＦＤ委員
会を活用する。

　採用人事は学部が主
体であるので，「年度
計画書」における「教
員・教員組織」は，十
分に方針として意識さ
れているとは言えない
面もある。

　「年度計画書」におけ
る「教員・教員組織」を
方針として位置付けるよ
うにする。

資料３－１　2013年度教育・研
究に関する単年度計画書
資料３－２　政治経済学研究科
委員会議事録（2012年6月5日開
催，報告事項４「2013年度教育
研究に関する年度計画書につい
て」）

b ◎＜基準の明文化，教員に求める
能力や資質の明示＞
採用・昇格の基準等において，法令
に定める教員の資格要件等を踏ま
えて，教員に求める能力・資質等を
明らかにしていること。
　　　　　　　【約１５０字】

 上記の編制方針に加え，研究科においては「教員任用基
準」適用に関する申し合わせ」，「政治経済学研究科委
員会において審議する教員任用人事の取扱内規」，「政
治経済学研究科人事審査委員会内規」が定められてい
る。（資料３－３，資料３－４，資料３－５）

資料３－３　大学院政治経済学
研究科「教員任用基準」適用に
関する申し合わせ
資料３－４　政治経済学研究科
委員会において審議する教員任
用人事の取扱内規
資料３－５　政治経済学研究科
人事審査委員会内規

c ◎＜組織的な連携体制と責任の所
在＞
組織的な教育を実施する上において
必要な役割分担，責任の所在を明
確にしていること。
　　　　　　　【約３００字】

組織的な教育を実施する上における必要な役割分担と責
任の所在については，教育研究に関して最終的に責任を
持つ研究科委員会と政治学専攻会議，経済学専攻会議が
定期的に開かれ，研究科長と，両専攻主任，大学院委員
から成る執行部と，各種委員会が機能しており，各種委
員会には執行部が必ずオブザーバーとして加わり，教育
研究に係わる責任は明確化されている。（資料３－７，
資料３－10）

資料３－７　2013年度政治経済
学研究科各種委員会名簿
資料３－10　大学院学則

（２）政治経済学研究科の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか

教員の編成方針に沿った教員組織の整備

a ◎当該大学・学部・研究科の専任教
員数が，法令（大学設置基準等）に
よって定められた必要数を満たして
いること。特定の範囲の年齢に著しく
偏らないように配慮していること（設
置基準第７条第３項）
　　　　　　　【約４００字】

　政治経済学研究科の大学院設置基準上の必要教員数は
政治学専攻6名以上，経済学専攻9名以上であり，2013年5
月1日現在で政治学専攻は24名の専任教員（うち2名は特
任教員），経済学専攻は34名の専任教員を擁し，必要教
員数を満たしている。
 教員組織のバランスについては，専任教員の平均年齢
は，57.18歳であるが，61歳から65歳までの割合のみ25％
を超え，やや高い状況にある。しかし，2013年度は，40
歳代２名、50歳代１名が新たに大学院を担当している。
　現在58名が「教員任用基準」適用に関する申し合わせ
に基づき，論文指導資格を持っており，必要教員数を満
たす一方，彼らは各コース（カテゴリ，ディシプリン）
にバランスよく配置され，研究指導にあたっている。
（資料３－３）

資料３－３　大学院政治経済学
研究科「教員任用基準」適用に
関する申し合わせ

b ◎方針と教員組織の編制実態は整
合性がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の編制実態について，指導教員は全員専任教
員（特任教員含む）である。兼任講師は５名おり，専兼
比率は約92.1％である。特任教授２名が，特徴ある科目
である危機管理科目を中心に担当している。なお，英語
による授業科目も設置されており，方針と教員組織の編
制実態は整合性がとれている。

　

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

教員組織を検証する仕組みの整備

c ●教員組織の適切性を検証するに
あたり，責任主体・組織，権限，手続
を明確にしているか。また，その検証
プロセスを適切に機能させ，改善に
つなげているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の検証プロセスについては，研究科の執行部
会議では，毎年度「教育研究年度計画書」において教
員・教育組織に関する長中期計画を策定している。「年
度計画書」の策定にあたっては，自己点検・評価結果な
どを参考としながら教員・教員組織を検証し，その編制
方針の見直しを行い，研究科委員会で承認を得ている。
（資料３－２）

資料３－２　政治経済学研究科
委員会議事録（2012年6月5日開
催，報告事項４「2013年度教育
研究に関する年度計画書につい
て」）

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか

a ●＜規定に沿った教員人事の実施
＞
教員の募集・採用・昇格について，
基準，手続を明文化し，その適切性・
透明性を担保するよう，取り組んで
いるか。
　　　　　　　　　【４００字】

　大学院担当の専任教員の募集・昇格はすべて学部教授
会で決定されるが，大学院のみ担当の特任教員と兼任講
師の採用に関しては大学院で採用している（資料３－
３，資料３－４）。
本研究科担当教員の資格は，大学院政治経済学研究科
「教員任用基準」適用に関する申し合わせに基づき，原
則として准教授以上とし，そのための審査手続きは研究
科委員会を経て，大学院委員会において承認され，適切
性・透明性を担保されている（資料３－２）。

　専任教員の採用と昇
格が学部教授会で決定
されるため，大学院で
の教育内容が独自のプ
ログラムを作りにくい
など，学部の人事に左
右される面は否定でき
ない。学部執行部と研
究科執行部，学部教授
会と研究科委員会との
密接な連絡調整が求め
られる。

　現行の組織のあり方に
問題はないが，学生の多
様な領域にまたがる研究
ニーズに十分に対応する
ためにも学部と連携しな
がら大学院担当教員数を
増やすとともに，外部か
らの優秀な人材を導入す
るため兼任教員を採用す
る。

資料３－２　大学院政治経済学
研究科「教員任用基準」適用に
関する申し合わせ
資料３－３　政治経済学研究科
委員会において審議する教員任
用人事の取扱内規
資料３－４　政治経済学研究科
人事審査委員会内規

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか

教員の教育研究活動等の評価の実施

a ●教員の教育研究活動の業績を適
切に評価し，教育・研究活動の活性
化に努めているか。
　　　　　　　　【４００字】

 教育・研究活動の活性化に資する業績評価については，
教員の研究・教育活動は大学全体でデータベース化され
ており，インターネットを通じて閲覧することができ
る。（資料３－６）専任教員の採用と昇格，兼任教員の
採用の際に，当該教員の履歴と業績の開示を行い，公開
している。各教員はその業績を閲覧の上，審査の可否の
判断を行っている。

資３－６　政治経済学研究科
ホームページ「明治大学専任教
員データベース」
（http://rwdb2.mind.meiji.ac.
jp/scripts/websearch/）

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性

b ●教育研究，その他の諸活動（※）
に関する教員の資質向上を図るため
の研修等を恒常的かつ適切に行っ
ているか。

（※）社会貢献，管理業務などを含む
『教員』の資質向上のための活動。
『授業』の改善を意図した取組みに
ついては，「基準４」（３）教育方法で
評価します。
　　　　　　　　【６００～８００字】

　教員の資質向上を図るための研修等については，大学
院全体のＦＤの研修について，本研究科から2012年4月21
日及び2013年4月13日の「大学院教育懇談会」にそれぞれ
3名が参加している。2013年度から研究科にＦＤ委員会を
設置し，研修を行う予定である。（資料３－６，資料３
－８，資料３－９）

大学院全体のＦＤ研修
を有効に活用するとと
もに，研究科独自のＦ
Ｄを充実させる必要が
ある。

大学院全体のＦＤ研修の
成果を確実に共有するこ
とを工夫すると同時に，
研究科のＦＤ委員会の研
修を企画する。

研究科のＦＤ委員会
の研修を毎年行う。

資料３－７　2013年度政治経済
学研究科各種委員会名簿
資料３－８　2013年度大学院教
育振興費申請書
資料３－９　2013年度大学院教
育懇談会出席者名簿
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第４章　教育内容・方法・成果   (１)教育目標，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか ※全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎理念・目的を踏まえ，学部・研
究科ごとに，課程修了にあたって
修得しておくべき学習成果，その
達成のための諸要件（卒業要件・
修了要件）等を明確にした学位授
与方針を設定していること。
　　　　　　　　　　　　【約８００字】

【博士前期課程】
 大学院学則別表4に「人材養成その他教育研究上の目的」について,「理論，歴史，政
策の三位一体体系から構成される総合社会科学の追究」を掲げている。この目的を実現
すべく，学位授与方針として，「問題解決の応用能力を形成する自立した研究者」であ
ること，および「高度職業人として国内外で活躍できる資質・能力」を備えた者である
ことを設定している。本研究科が定める修了要件を満たし，かつ，学業成績ならびに学
位請求論文から前記の能力を備えたと認められる者に対して修士を授与する旨を定めて
いる。「学位取得のためのガイドライン」にある「学位論文に求められる要件」に基づ
き適切に論文指導をして政治学または経済学の学位を授与しており，教育目標と学位授
与方針は整合している。（資料４－１－１,資料４－１－２）

【博士後期課程】
　大学院学則別表4に「人材養成その他教育研究上の目的」について,「理論，歴史，政
策の三位一体体系から構成される総合社会科学の追究」を掲げている。この目的を実現
すべく，学位授与方針として，「自立した創造的で革新的な活動ができ，かつ問題解決
の応用能力を発揮できる資質・能力」や「研究分野における高度な専門性を活かして国
内外で活躍できる資質・能力」を備えた者であることを設定している。本研究科が定め
る修了要件を満たし，かつ，学業成績ならびに学位請求論文から前記の能力を備えたと
認められた者に博士の学位を授与する。したがって，教育目標と学位授与方針は整合し
ている。（資料４－１－１，資料４－１－３）

資料４－１－１　大学院学則別表4
「人材養成その他教育研究上の目
的」                      資料４
－１－２  修士学位取得のためのガ
イドライン          資料４－１－
３　博士学位取得のためのガイドラ
イン

（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか　※全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎学生に期待する学習成果の達
成を可能とするために，教育内
容，教育方法などに関する基本
的な考え方をまとめた教育課程
の編成・実施方針を，学部・研究
科ごとに設定していること。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

　学位授与方針に示した修得すべき成果を達成するため，教育課程の編成理念，教育課
程の編成方針を明らかにした「教育課程の編成・実施の方針」を研究科委員会において
定めている。（資料４－１－４）
【博士前期課程】
「総合社会科学の追究」という目的を達成するために，第一に高次の専門的知識を修得
させ，第二に各専攻分野における問題解決のための卓越した研究能力と高度専門職業を
担う能力を育成できるように，カリキュラムを編成する。学生に対し，研究テーマ，研
究アプローチ，理論構築について適切に指導し，修士学位論文の作成の支援を行う。
【博士後期課程】
　オリジナリティにあふれる若手研究者の養成を目指すという目的のもと，応用的研究
能力と高度な職業的知識に基づく問題解決能力を向上させるカリキュラムが編成する。
研究成果の説明能力を高める指導体制と国際的な学術研究の交流を図る指導体制を構築
する。(資料４－１－５)

資料４－１－４　政治経済学研究科
の教育課程編成・実施方針（カリ
キュラム・ポリシー）
資料４－１－５　課程博士学位取得
をめざす学生に対する指導の申し合
わせ

b ●学位授与方針と教育課程の編
成・実施方針は連関しているか。
【約２００字】

　学位授与方針と教育課程の編成・実施方針の連関については，学位授与方針で定めた
目的を実現するために，教育課程の編成・実施方針において，総合社会科学の追及とい
う教育研究上の目的に応じて，横断的には政治学，社会学，経済学その他の隣接諸科学
を包含したものとなっており，また縦断的には理論，歴史，政策の三位一体体系に基づ
いてカリキュラムが構成されている。したがって，学位授与方針と教育課程の編成・実
施方針の連関は適切である。

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
 達成状況を評価する項目です。

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点に対する発展計画

発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
 達成状況を評価する項目です。

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点に対する発展計画

発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価

（３）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針が，大学構成員（教職員及び学生等）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物，ホームページ
等によって，教職員・学生ならび
に受験生を含む社会一般に対し
て，学位授与方針，教育課程の
編成・実施方針を周知・公表して
いること。
　　　　　　　　　　　　【約１５０字】

　シラバスやＨＰにおいて，教育目標，学位授与方針および教育課程の編成・実施方針
等が明示されている。また，学内進学者向けに，本研究科独自の進学説明会を2012年7
月3日と11月13日に実施し，研究科の概要，政治学・経済学各専攻の特色，大学院生に
対する各種の助成制度，入試の概要などについて説明を行った。その他，教員に対して
は研究科委員会等の会議体での周知を行っている。（資料４－１－６，６頁，資料４－
１－７，資料４－１－８，資料４－１－９）

資料４－１－６　2013年度大学院政
治経済学研究科シラバス
資料４－１－７　政治経済学研究科
ホームページ「政治経済学研究科学
位授与方針（ディプロマ・ポリ
シー）」
（http://www.meiji.ac.jp/dai_in/
political_science-
economics/policy/graduate_dp.htm
l）
資料４－１－８　政治経済学研究科
進学説明会
資料４－１－９　政治経済学研究科
委員会議事録（2012年2月1日開催，
報告事項８「大学院進学説明会につ
いて（合同進学相談会報告，第１回
予告）」

（４）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●教育目標，学位授与方針およ
び教育課程の編成・実施方針の
適切性を検証するにあたり，責任
主体・組織，権限，手続を明確に
しているか。また，その検証プロ
セスを適切に機能させ，改善につ
なげているか。
　　　　　　　　　　　　【約４００字】

　ＤＰ，ＣＰについては，2013年2月1日の研究科委員会において検証し，今年度は変更
しないことを確認した（資料４－１－10）。本研究科内の自己点検・評価のプロセスに
おいても，毎年度検証作業を実施している（資料４－１－11）。

資料４－１－10政治経済学研究科委
員会議事録（2012年2月1日開催，報
告事項１－（２）「政治経済学研究
科「入学者受入」，「教育課程編
成・実施」，「学位授与」方針につ
いて」）
資料４－１－11　2011年度自己点
検・評価報告書
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第４章　教育内容・方法・成果  (２) 教育課程・教育内容

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育課程の編成方針に基づき，授業科目を適切に開設し，教育課程を体系的に編成しているか

必要な授業科目の開設状況

a ◎ＣＰに基づき，必要な授業科
目を開設していること。
　【６００字～８００字程度】

【博士前期課程】
 「独自の横断的及び縦断的な研究教育体系」に基づいた「総合社会科学の追究」という目
的を達成するという編成・実施方針に基づき，多数の科目が設置し，政治学専攻は「理論
系」「歴史・思想史系」「行政学系」「社会学系」に分類し，経済学専攻は「理論系」「歴
史・思想史系」「経済政策系」「国際経済系」「地域・環境系」に分類して，体系的に学習
できるように科目を設置している。（資料４－２－１，49～57頁，資料４－２－２，29～
213頁，資料４－２－３，資料４－２－４，31頁）。
　研究者養成コースと専修コースの設置によって，より明確に目的に沿った形で，教育・研
究活動を行っている。また，「研究を国際的に先導する能力を開発，育成する」ために，各
専攻に英語による授業を配置している。本研究科の修了に必要な単位は，研究者養成コース
は32単位，専修コースは40単位である。本研究科の総開設授業科目は，221科目（2013年
度）であり，演習科目，講義科目に分類されている。

【博士後期課程】
「基盤的研究能力と応用的研究能力とを向上させ」，「各専門分野における高度な職業的知
識に基づく問題解決能力を向上させる」カリキュラム編成」のもと「研究指導のなかに研究
成果の説明能力を高め」，「国際的な学術研究の交流を位置づける」指導体制を構築すると
のＣＰに基づき，研究論集や院生の貴重な研究発表の場であり，ＯＢ・ＯＧとの情報交換の
場でもある政経学会や，助手制度の活用により発展的な科目を設置している。

　現状では研究者養成
を主眼とする研究者養
成コースと専修コース
を同一授業で行ってい
るケースがほとんどで
ある。研究者志望の院
生のレベルアップのた
めには，研究者養成
コースの学生を増や
し，研究者養成コース
の学生のみを対象とし
た講義が増えることが
望ましい。

　博士前期課程のカリ
キュラムの改善が急務で
あるので，多様な院生の
入学を促すというメリッ
トを活かすことを前提と
するものの，現行のコー
ス制に関してはその廃止
も含め，抜本的な改正を
目指すことにする。

　コース制は一定の成果
を上げたと考えるが，大
学院教育をめぐる状況は
変化しており，コース制
の見直しも含め，カリ
キュラムの見直しを行
う。

資料４－２－１　明治大学大
学院便覧
資料４－２－２　明治大学大
学院シラバス政治経済学研究
科
資料４－２－３　政治経済学
研究科ホームページ「政治経
済学研究科カリキュラム体系
図」
（http://www.meiji.ac.jp/d
ai_in/political_science-
economics/curriculum/curri
culum-political-science-
and-economics.html）
資料４－２－４　明治大学大
学院ガイドブック2013

b ◎コースワークとリサーチワー
クを適切に組み合わせ，教育
を行っていること。【修士・博
士】
【２００～４００字程度】

 【博士前期課程】
１年次に講義科目としてコースワーク中心，１，２年次には演習科目としてリサーチワーク
中心のプロセスが設定され，コースワークの中で幅広く知識・教養を深め，また，指導教員
以外の教員との接触から研究の姿勢を学び，ヒントを得る機会がある。２年次においては，
主として指導教員の指導の下に論文作成を行っている。またコースにより講義科目の履修要
件が異なり，それぞれの教育理念に合わせ，コースワークとリサーチワークのバランスを考
えている。（資料４－２－２，49～57貢）
【博士後期課程】
「特殊研究Ⅰ.Ⅱ」というコースワークを基本としながら，学位論文の作成に向け，リサー
チワークを計画的に行っている。

コースワークの科目に
おいても、フィールド
ワークなど多様な教育
方法が行われている。

　コースワークの科
目の一環として
フィールドワークの
方法の研修会を企画
している。多様な研
究分野の学生が参加
し，それぞれの立場
から研究資料の収集
方法について意見交
換を行う予定であ
る。

資料４－２－２　明治大学大
学院シラバス政治経済学研究
科

順次性のある授業科目の体系的配置（履修体系図やコース系統図の明示，科目相関図，履修モデル，適切な科目区分など）

c ●教育課程の編成実施方針に
基づいた教育課程や教育内容
の適切性を明確に示している
か。（学生の順次的・体系的な
履修への配慮）
　　　　　【約４００字】

　順次的・体系的な履修への配慮については，教育課程の編成実施方針に基づいて，政治学
と経済学の専攻における[履修体系図]（資料４－２－２，29～213頁，資料４－２－３）や
科目区分が，ＨＰに公開されている。学年に応じた取得単位や講義・演習の設定がなされて
おり，ガイダンスや指導教員の指導により学年に応じたコースワークとリサーチワークのバ
ランスが考慮されている。

　とくに初年度の学生
にとって，数多く開設
されているコースワー
クの科目から適切なも
のを選択するために
は，履修届け提出まで
に十分な時間をとるこ
とが必要である。

カリキュラム検討委員会
にて，カリキュラム改革
と並行して、履修のプロ
グラム化などコースワー
クをより明確化するため
の議論が行われている。

資料４－２－１　明治大学大
学院便覧
資料４－２－３　政治経済学
研究科ホームページ「政治経
済学研究科カリキュラム体系
図」
（http://www.meiji.ac.jp/d
ai_in/political_science-
economics/curriculum/curri
culum-political-science-
and-economics.html）

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている

点
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている

点
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性

d ●教育課程の適切性を検証す
るにあたり，責任主体・組織，
権限，手続を明確にしている
か。また，その検証プロセスを
適切に機能させ，改善につな
げているか

　教育課程の適切性の検証プロセスについては，2012年度は，コース制の大幅な見直しのた
めに，カリキュラム委員会を７回開き，その中間答申を研究科委員会で二度にわたり審議
し，2013年2月22日に了承した。その答申に基づき，その都度必要な改定を行った。
　その他の改善については，各委員会で諮り，執行部で検討し，研究科委員会で決定してい
る。（資料４－２－５，資料４－２－６）

　博士前期課程におけ
る専修コースと研究者
養成コースの二コース
制は，一定の成果をあ
げた。特に専修コース
では，多くの本学以外
の大学からの入学者や
社会人の入学者を集め
た。

　現在のコース制につ
いては教育効果などで
問題点が指摘されてい
る。

　専修コースでは，
高度な専門知識を要
するより多様な分野
への輩出がみられ
た。専修コースに限
らず，修了後の進路
の可能性について，
より広い視野からの
指導を検討する。

　コース制を見直しにつ
いて中間答申をしたの
で，それに基づいて議論
を深める。

資料４－２－５　政治経済学
研究科委員会議事録（2013年
2月1日開催，審議事項７
「コース制の今後につい
て」）
資料４－２－６　政治経済学
研究科委員会議事録（2013年
2月22日開催，審議事項10
「コース制の今後につい
て」）

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき，各課程に相応しい教育内容を提供しているか

教育目標や教育課程の編成・実施方針に沿った教育内容（何を教えているのか）

a ●何を教えているのか。どのよ
うに教育目標の実現を図って
いるのか。
　　　　　　　　　【１２００字程度】

【博士前期課程】
博士前期課程では，「総合社会科学の追究」という目的を達成するために， 政治学専攻で
は政治学などの「理論系」政治学説史などの「歴史・思想史系」、行政学などの「行政学
系」、マス・コミュニケーション学などの「社会学系」に分類し，共通科目として日本事情
などを設置し、また経済学専攻は理論経済学などの「理論系」、西洋経済史などの「歴史・
思想史系」、経済政策などの「経済政策系」、国際経済政策などの「国際経済系」、「地
域・環境系」に分類して，体系的に学習できるように科目を設置し、「高次の専門的知識を
修得させ，各専攻分野における問題解決のための卓越した研究能力と高度専門職業を担う能
力を育成することの可能な教育」を実施している。院生の多様な関心と激動する時代の要請
に応えるために，外部の講師を招いて年に５回，政治学・社会学・経済学，偏りなく特別講
義を実施している。（資料４－２－11，資料４－２－12）
【博士後期課程】
前期課程とほぼ同じ分野で特殊研究科目を専門性を深め、博士論文執筆に資するために置い
て研究指導にあたっている。

　博士課程前期，後期
ともに一つの研究科と
しては極めて多くの研
究領域の授業が開講さ
れていて，多様な学生
のニーズにこたえてい
る。研究科の理念に掲
げる「複雑化した現代
社会が抱えている諸問
題の解決」を目標とし
た実践的な研究指導が
すすめられている。ま
た，特別講義の実施に
より，外部の方から学
ぶ機会も与えられてい
る。

 複数の教員による論文
指導やフィールドワー
クの組織的な実施など
について充実を図る必
要がある。

とても多様な授業が
展開されているが、
学生がその研究目的
や将来のキャリアに
合わせ履修しやすく
なるように、カリ
キュラム改革に合わ
せ、プログラムなど
の導入を図る。

　2013年度は学生が研究
対象地域に赴いて直接，
資料収集に当たるフィー
ルドワークを実施し，そ
の成果や実施課程の当否
について検証する研究会
が予定されている。

資料４－２－11 2012年度特
別講義一覧
資料４－２ー12　2013年度特
別講義一覧

特色ある教育プログラムの内容とその効果（当該研究科等固有のプログラムやＧＰ採択事業など）

b ●特色，長所となるものを簡潔
に記述してください。
　　　　　【２００字～４００字程
度】

　本研究科では2009年度文部科学省の「組織的な大学院教育改革推進プログラム」に社会科
学の観点から大学院で危機管理を専門的に学ぶための「危機管理行政の研究・実務を担う人
材育成プログラム」として応募し，採択され，2009年度より３年間にわたって財政的支援を
受けた。（資料４－２－10，資料４－２－13）
　文科省の補助金の終了後も，大学の支援を受け，２名の特任教授などにより本プログラム
は，危機管理研究を牽引する研究者および自治体や企業など社会のあらゆる場で危機管理の
計画・立案・評価に関する高度な専門性を持つ実務家などの人材を育成することを目的・目
標とした科目を配置し，また調査や成果の公表を行っている。（資料４－２－７）

　東日本大震災の影響
もあり，危機管理行政
の研究に対する関心は
高く，一般の学生ばか
りでなく，公務員とし
て実務にあたっている
社会人学生の受講が続
いた。

　今後の展開につい
て，他研究科との連
携を含めて検討する
とともに，危機管理
行政の研究につい
て，国家機関や自治
体，企業などとの連
携の可能性について
検討する。

資料４－２－７　2012年度政
策経費成果報告書
資料４－２－10　危機管理行
政の研究・実務を担う人材育
成パンフレット
資料４－２－13 　政策経費
要求書

研究科間等における国際的な教育交流の内容とその効果　（研究科間協定，短期海外交流など）

c ●特色，長所となるものを簡潔
に記述してください。
　　　　　【２００字～４００字程
度】

　海外大学との研究科間協定については，学部と協働しながら，デューク大学との学生の派
遣と受け入れ（2012年実績１名受入れ），リヨン大学の派遣（2012年実績１名）などが実施
されている。（資料４－２－８，資料４－２－９）

　研究科間協定の実績
はまだ少ないので，体
制が十分に組織されて
いない。

　受け容れ条件や費用負
担の平等など，研究科間
協定の現状の問題点を検
討する。

　研究科間協定の体制の
組織化を図ると同時に，
協定校を増やす方向で検
討する。

資料４－２－８　政治経済学
研究科委員会議事録（2012年
５月８日開催，審議事項９
「2012年度研究科間協定によ
る交換留学生の受入れについ
て」）　　　　資料４－２－
９　政治経済学研究科委員会
議事録（2012年12月４日開
催，審議事項７「リヨン政治
学院留学派遣学生募集要項に
ついて」）
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第４章　教育内容・方法・成果    (３) 教育方法

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育方法及び学習方法は適切か

教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目，演習科目，実験実習科目，校外学習科目等）との整合性

a ◎当該学部・研究科の教育目標を
達成するために必要となる授業の
形態を明らかにしていること
　　　　　【約８００字】

【博士前期課程】
本研究科の授業は，大学院学則22条2項のとおり，講義，演習により行ってい
る。独自の横断的及び縦断的な研究教育体系に基づいた「総合的社会科学の追
及」というう目的を達成するために，講義科目の他，研究導入科目として演習
を段階的に履修するようになっている。研究者養成コースは外国語文献研究を
必修化している。また実践的な社会調査（フィールドワーク）を行う科目も多
い。また英語による講義科目もあり，2013年度18科目を開設しており，これら
はシラバスで示している。（資料４－３－１，３２，３８貢）
【博士後期課程】
卓越した自立性・創造性・革新性を有するオリジナリティにあふれる若手研究
の養成を目指すとともに，高次の専門的知識を備え，グローバルな活動が期待
される高度職業人の養成を目指すため，特殊研究科目を講義として履修するこ
とになっている。複数の教員による論文指導や，複数の教員や研究分野の異な
る学生が同時に参加しディスカッションを行うワークショップ型の授業などが
試験的に行われている。

　外国語文献購読
には専修コースの
院生も出席してい
るためレベルの違
いがみられる場合
もある。

　語学レベルの違う院
生のために複数の外国
語文献研究を設置して
いるが，さらに検討を
していく。

資料４－３－１　2013年度大学
院シラバス

b ●教育課程の編成・実施方針に基
づき，各授業科目において適切な教
育方法を取っているか。
　　　　　　　　【約４００字】

【博士前期課程】教育課程の編成・実施方針に基づき，演習，講義科目が配置
されている。
【博士後期課程】
教育課程の編成・実施方針に基づき，演習，講義科目が配置されている。な
お，博士後期課程においては複数指導体制も導入している。

学習指導・履修指導（個別面談，学習状況の実態調査，学習ポートフォリオの活用等）の工夫
●履修指導（ガイダンス等）や学習
指導（オフィスアワーなど）の工夫に
ついて，また学習状況の実態調査
の実施や学習ポートフォリオの活用
等による学習実態の把握について
工夫しているか。
　　【約２００字～４００字】

【博士前期課程】
履修指導は毎年４月ガイダンス（資料４－３－２，４－３－３）時に新入生だ
けでなく在学生に対しても履修登録や要件等について詳細に行っている。また
「修士学位取得のためのガイドライン」（資料４－３－４）に沿って研究指導
教員は履修計画に目を通し，指導学生にあった履修指導を行っている。学生の
学習状況及び研究の進捗状況は「研究計画書」で研究科委員会において組織的
に確認し（資料４－３－５），各指導教員が行う研究指導の精度を向上させて
いる。
【博士後期課程】
履修指導は毎年４月ガイダンスは毎年４月に，新入生だけでなく在学生に対し
ても履修登録や要件等について詳細に行っている。学生の学習状況及び研究の
進捗状況は，「博士学位取得のためのガイドライン」（資料４－３－６）に
沿って「研究論集」「政経学会」「論文中間報告会」で研究科委員会において
組織的に確認し，各指導教員が行う研究指導の精度を向上させている。
政経学会は、院生が主体となり教員との協力の下で院生の研究発表を行う場で
あり、政経研の研究指導の一環として位置付けられているほか、教員の記念講
演などもあり院生が学会運営を学ぶ場ともなっている。

　学習状況の実態
調査や学習ポート
フォリオの利用に
よる学習実態の組
織的な把握につい
ては行われていな
い。

　大学院に見合った学
習実態の組織的な把握
についての必要性を検
討する。

資料４－３－２　2013年度政治
経済学研究科在学生ガイダンス
資料４－３－３　2013年度政治
経済学研究科新入生ガイダンス
資料４－３－４　修士学位取得
のためのガイドライン
資料４－３－５政治経済学研究
科委員会議事録（2013年１月22
日開催，報告事項３　「2012年
度修士論文・研究報告書概要書
提出者一覧について」）
資料４－３－６　博士学位取得
のためのガイドライン

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（修士・博士課程）研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導

c ◎研究指導計画に基づく研究指
導，学位論文作成指導を行ってい
ること（修士・博士）。
【４００字】

【博士前期課程】
研究指導計画書に基づく研究指導は，修士課程においては，通常の授業での指
導に加え，１年修了時に必ず修士論文概要書・研究計画書概要書を指導教員の
承認のもと事務室に提出することになっている。また「修士学位取得のための
ガイドライン」（資料４－３－４）に沿って指導がなされている。
【博士後期課程】
博士後期課程においては，「博士学位取得のためのガイドライン」（資料４－
３－５）に沿って指導がなされている。博士後期課程においては複数指導体制
が可能となっている（資料４－３－８）。また「研究論集」と「政経学会」を
活用して、学位論文作成に向け、計画的な研究指導を行っている。

『研究論集』に加
え，院生が自主的
に運営する「政経
学会」により定期
的な研究指導の機
会が研究科として
組織化されてい
る。

「政経学会」の参加
者を増やし、研究指
導のプロセスとして
さらに積極的に位置
づける。

資料４－３－４　修士学位取得
のためのガイドライン
資料４－３－５　博士学位取得
のためのガイドライン
資料４－３－７　明治大学政経
学会第２１回大会パンフレット
資料４－３－８　課程博士学位
取得をめざす学生にたいする指
導の申し合わせ

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか

a ◎授業の目的，到達目標，授業内
容・方法，1年間の授業計画，成績
評価方法・基準等を明らかにしたシ
ラバスを，統一した書式を用いて作
成し，かつ，学生があらかじめこれ
を知ることができる状態にしているこ
と
　　　　　【約３００字】

　シラバスは，全研究科統一の様式により，授業の目的，到達目標，授業内
容・方法，１年間の授業計画，成績評価方法・基準等を明示している。また，
シラバスはWebで閲覧されている。

　シラバスの記載
内容に科目・教員
により精粗が見ら
れる。

　シラバスの記載内容
に科目・教員により精
粗が見られるため，成
績基準評価を明示して
いない教員等への記述
の徹底化を図る。

b ●シラバスと授業方法・内容は整合
しているか（整合性，シラバスの到
達目標の達成度の調査，学習実態
の把握）。
　　　　　【約４００字】

　教員は具体的なシラバスの記述が求められ，シラバスと授業との整合性も高
まっているが，シラバスの到達目標の達成度の調査などは各教員に委ねられて
いる。

　大学院の研究指
導の形態に見合っ
たシラバスのあり
方についての考え
方が明確とは言え
ない。

　大学院の研究指導の
形態に見合ったシラバ
スのあり方について検
討する。

c ●単位制の趣旨に照らし，学生の学
修が行われるシラバスとなるよう，ま
た，シラバスに基づいた授業を展開
するため，明確な責任体制のもと，
恒常的にかつ適切に検証を行い，
改善につなげているか。
　　　　　　【約４００字】

　シラバスは研究科長を責任者として，各教員に統一書式での執筆を依頼して
いる（資料４－３－９）。院生の要望等を話し合う「院生協議会との懇談会」
の結果は執行部で検討され，各研究科委員会にフィードバックされ，シラバス
検証の機会となっているが，必ずしもシラバスについて取り上げられない。

「院生協議会との
懇談会」の結果は
執行部で検討さ
れ，各研究科委員
会にフィードバッ
クされ，シラバス
検証の機会となっ
ているが，必ずし
もシラバスについ
ては取り上げられ
ないこともある。

　「院生協議会との懇
談会」での基本テーマ
の一つとすると同時
に，その他の検証の方
法を検討する。

資料４－３－９　2013年度「大
学院シラバス」の作成について
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか

a ◎授業科目の内容，形態等を考慮
し，単位制度の趣旨に沿って単位を
設定していること。
（成績基準の明示，授業外に必要な
学習内容の明示，ミニマム基準の設
定等，（研究科）修士・博士学位請求
論文の審査体制）
　　　　　　　【約４００字】

ＧＰＡ制度導入は，大学院学則29条に定められている。
【博士前期課程】
　履修単位科目の成績評価については，100点満点のうち60点以上を合格として
いる。また，成績状況を詳細に把握するためにＧＰＡ（Grade Point Average）
制度を導入している。
出席を前提として，課題（レジュメ）の提出状況（文献・資料の読み方）や発
表能力（プレゼンテーション）などを観察し，研究の心構えや取り組み方など
を総合的に判断している。出席点に加えて，学生の参画度，意欲も成績評価に
加味している。
修士学位請求論文の評価・体制については，大学院学則３４条，学位授与規程
８条を踏まえ，指導教員を主査，論文テーマに近い分野の副査を２名，計３名
により，審査を行っている。100点満点のうち70点以上を合格としている。（資
料４－３－４，資料４－３－10）
【博士後期課程】
　博士学位請求論文の評価・体制については，大学院学則３４条，学位授与規
程８条を踏まえ，指導教員を主査，論文テーマに近い分野の副査を２名，計３
名により，審査を経た後，研究科委員会において出席委員全員による合否判定
の投票を行っている。（資料４－３－６，資料４－３－11）

各教員によって成
績評価の基準が異
なる場合がある。

統一的な成績評価基準
づくりについて検討す
る。

資料４－３－４　修士学位取得
のためのガイドライン
資料４－３－６　博士学位取得
のためのガイドライン
資料４－３－10　修士論文・研
究報告書面接委員の先生方へ
（お願い）
資料４－３－11　政治経済学研
究科委員会議事録（2012年２月
22日開催，審議事項６「2012年
度博士学位請求論文（課程博
士）の合否判定について」）

b ◎既修得単位の認定を大学設置基
準等に定められた基準に基づいて，
適切な学内基準を設けて実施して
いること。
　　　　　　　【約１００字】

　大学院学則第３０条の２に規定されているのを踏まえて，（資料４－３－
12）単位の認定にあたっては，本人からの申し出により研究科執行部において
内容の確認及び選定を行い，当該授業科目担当者がこれを審査している。ま
た，その審査結果を研究科執行部に報告した上で，研究科委員会においてこれ
を提案し，承認を得ており，厳格な審査のもとで単位の認定を行っている。
（資料４－３－12）

　単位互換協定に
より，所属研究科
に設置されていな
い科目で，学生自
身の研究テーマに
即した科目を履修
することができる
が，単位互換制度
を利用する学生は
少数であり，十分
に活用されていな
い。

　単位互換制度をより
活用するための方策を
カリキュラム検討委員
会などで検討する。

資料４－３－12　政治経済学研
究科委員会議事録（2012年５月
８日開催，審議事項５「2012年
度政治経済学研究科既修得単位
認定について」）
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点に対する発展計画効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（４）教育成果について定期的な検証を行い，その結果を教育課程や教育内容・方法の改善（授業に関わるＦＤ活動）に結びつけているか で

a ◎教育内容・方法等の改善を図るこ
とを目的とした，組織的な研修・研究
の機会を設けていること。
　　　　　　　【約８００字】

　カリキュラム体制の改善を図るカリキュラム検討委員会は，2012年度７回開
かれた。また2013年度から教員の資質の向上を図るＦＤ委員会を設置した。
（資料４－３－13）
毎年度末，修了予定者に対し，カリキュラム全体に関するアンケートを実施し
ているとともに，授業時に大学院生からの要望を確認している。また院生協議
会との懇談会において要望を聞き執行部で検討し必要な項目は研究科委員会に
報告している。（資料４－３－14）

　研究科のＦＤに
対する取り組みが
十分でないのが今
後の課題である。
毎年度末，修了予
定者に対し行って
いるアンケートや
政治経済学研究科
院生協議会との懇
談会の結果が十分
活用されていると
は言えない。

　毎年度末，修了予定
者に対し行っているア
ンケートや政治経済学
研究科院生協議会との
懇談会の結果を有効に
活用する方法を検討す
る。

資料４－３－13　2013年度政治
経済学研究科各種委員会名簿
資料４－３－14　政治経済学研
究科委員会議事録（2013年２月
22日開催，報告事項３「政治経
済学研究科院生協議会との面談
について」）

b ●教育内容・方法等の改善を図るた
めの責任主体・組織，権限，手続プ
ロセスを適切に機能させ，改善につ
なげているか
　　　　　　　【約４００字】

　研究科の教育研究活動全般にわたる自己点検・評価は「自己点検・評価委員
会」が行っており，その評価結果を受けて，カリキュラムについてはカリキュ
ラム体制の改善を図る「カリキュラム検討委員会」，入試制度については入試
制度の見直しを図る「入試制度改善委員会」が協議し，これら検討結果は，
「研究科執行部」で検討され「原案」が作成された後に，「研究科委員会」に
て改善策が決定される。また2013年4月から教員の資質の向上を図る「ＦＤ委員
会」が新たに設置された。（資料４－３－13）

資料４－３－13　2013年度政治
経済学研究科各種委員会名簿

2012年度明治大学政治経済学研究科　自己点検・評価報告書

11



第４章　教育内容・方法・成果  (４) 成　果

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか

a ●課程修了時における学生の学習
成果を測定するための評価指標を
開発し，適切に成果を測るよう努め
ているか。
　　　　　　【なし～４００字程度】

【博士前期課程】
「学位授与方針」には具体的到達目標として「自立した研究者を目指して博士後期課
程に進学できる資質・能力」および「高度職業人として国内外で活躍できる資質・能
力」と示されており，カリキュラム全体を通じて到達目標を育成すると同時に，論文
指導や政経学会，『研究論集』を通じて，これら学力の達成度を確認している。提出
後の試問では指導教員以外の2名の副査による評定を行い，学力の客観性を担保してい
る（資料４－４－１）。
【博士後期課程】
「学位授与方針」には具体的到達目標として「研究者・教育者として大学その他の研
究・教育機関において自立した創造的で革新的な活動ができ，かつ問題解決の応用能
力を発揮できる資質・能力」として示されており，規程による学位論文の審査のプロ
セスに加え，助手任用時での審査，学会誌への投稿や学会発表を促す制度の他，政経
学会，『研究論集』を通じて，学力の水準を担保している（資料４－４－１）。

　博士前期課程の
修士論文と研究報
告書の審査は，論
文提出者の増加に
伴い，短期間に多
量の論文を審査す
ることが求められ
ている。学年末の
多忙な時期に，審
査の厳格化と教員
の負担増が深刻な
問題となってい
る。論文のテーマ
を優先して審査員
を決めているが，
特定の教員に集中
する場合もある。

　コース制の改革に合
わせ，研究報告書が修
士論文に統一される予
定であるので，論文の
水準の向上を図る。

　「後期課程」進
学率を高め，博士
学位の授与件数を
いっそう増やすた
めに，審査の時期
や審査員の選抜方
法を見直す等，適
正化を図る。

資料４－４－１　政治経済学
研究科学位授与方針（ディプ
ロマ・ポリシー）

b ◎教育目標と学位請求論文内容の
整合性
◎学位授与率，修業年限内卒業率
の状況。
◎卒業生の進路実績と教育目標
（人材像）の整合性。
◎学習成果の「見える化」（アン
ケート，ポートフォリオ等）の試み。
　　　　　　　　　　　　　【約８００字】

【博士前期課程】
　本研究科の学位請求論文については「総合社会科学の追究を教育研究上の理念・目
的として，具体的には，自立性・創造性・革新性に優れたオリジナリティにあふれる
若手研究者の養成を目指すとともに，グローバルに活躍できる高い判断能力を備えた
高度職業人の育成を目指す」という教育目標に沿った質の高いものである。
　院生の成果のうち優秀なものについては前期課程の学生でも『研究論集』（資料４
－４－11）や「政経学会」（資料４－４－５）で公表されている。2012年度は「研究
論集」にて36本「政経学会」にて25本公表されている。
博士前期課程の期限内の学位取得は，80％を超えおおむね修業年限内に卒業が可能と
なっている。
　進路実績としては40％が進学，８%が就職，52%はその他（帰国等）となっており，
本研究科が教育目標として掲げる人材を輩出している（資料４－４－２）。

【博士後期課程】
　本研究科の学位請求論文については「総合社会科学の追究を教育研究上の理念・目
的として，具体的には，自立性・創造性・革新性に優れたオリジナリティにあふれる
若手研究者の養成を目指すとともに，グローバルに活躍できる高い判断能力を備えた
高度職業人の育成を目指す」という教育目標に沿った質の高いものである。
　院生の成果のうち優秀なものについては『研究論集』や「政経学会」などで公表さ
れている。2012年度は「研究論集」にて36本「政経学会」にて25本公表されている。
「課程博士」の取得は期限内に提出できるよう指導しており，2012年度の課程博士は4
名であった。

資料４－４－２　2012年度政
治経済学研究科卒業生進路先
一覧
資料４－４－11 政治学３７
号・経済学研究論集第３８号
資料４－４－５　政経学会第
21回プログラム

c ●学生の自己評価，卒業後の評価
（就職先の評価，卒業生評価）を実
施しているか
　　　　　　　　【約４００字～６００字】

【博士前期課程】【博士後期課程】
 毎年度末，修了予定者に対し，授業内容，授業満足度や教材の適正等カリキュラム全
体に関するアンケートを実施している（資料４－４－３）。また年一回院生協議会と
執行部の意見交換を行っている（資料４－４－４）。また政経学会は教員と院生の共
同開催であり，その準備のプロセスでも意見を随時交換できる（資料４－４－５）。

　修了予定者への
アンケートを十分
に活用していると
は言えない。院生
協議会と執行部の
意見交換は，年一
回行っているにす
ぎない。

　修了予定者へのアン
ケートを十分に活用す
ること検討する。院生
協議会と執行部の意見
交換を充実させる。

　左記以外のアン
ケートなどの方法
も検討する。

資料４－４－３ 授業評価アン
ケート2012
資料４－４－４　政治経済学
研究科院生協議会要望書
資料４－４－５　政経学会第
21回プログラム

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点

F列の現状から記述

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

発展計画
改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点

F列の現状から記述

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか

a ◎卒業・修了の要件を明確にし，履
修要項等によってあらかじめ学生
に明示していること。
◎学位授与にあたり論文の審査を
行う場合にあっては，学位に求める
水準を満たす論文であるか否かを
審査する基準（学位論文審査基準）
を，あらかじめ学生に明示するこ
と。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

修了要件については政治経済学研究科シラバスで公開し，「修士学位取得のためのガ
イドライン」，「博士学位取得のためのガイドライン」が明示され，そのなかで学位
論文審査基準として「学位論文に求められる要件」が示されている。これらは大学院
シラバス，ＨＰで公開しており，あらかじめ学生に明示している（資料４－４－６，
７～20頁，27-28頁　資料４－４－７，資料４－４－８）。

資料４－４－６　2013年度大
学院シラバス
資料４－４－７　政治経済学
研究科ホームページ「修士学
位取得のためのガイドライ
ン」
(http://www.meiji.ac.jp/dai
_in/political_science-
economics/master/6t5h7p0000
00vqic-
att/seikei_m_guideline(2012
).pdf)
資料４－４－８　政治経済学
研究科ホームページ「博士学
位取得のためのガイドライ
ン」
(http://www.meiji.ac.jp/dai
_in/political_science-

b ●学位授与にあたり，明確な責任
体制のもと，明文化された手続きに
従って，学位を授与しているか。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

【博士前期課程】
修士学位論文の審査は主査１名と論文テーマに近い分野の副査2名，計３名が論文を審
査し，３名の平均評定70点以上を合格としている。
また，「専修コース」の院生は修士論文に代わる「研究報告書」を提出するが，この
審査も水準の適切性を確保するため，修士学位論文の審査に準じる（資料４－４－
６，7～10頁，13～15頁，資料４－４－９）。
これらの結果は，研究科委員会にて審議される。
【博士後期課程】
博士学位論文については，論文受理に先立ち政治経済学研究会主催の「研究発表会」
での口頭報告が義務づけられている。受理された論文の審査には研究科委員会で選出
された主査１名と副査２名以上，計３名以上が論文審査と口頭試問を経た後に，審査
委員による審査報告が研究科委員会において書面でなされる。その後，一定の業績開
示期間を経て，研究科委員会での投票によって合否を判定し，この結果を大学院委員
会で最終的に審議する。この一連の手続きは院生にも周知している。（資料４－４－
10）

　博士前期課程の
修士論文と研究報
告書の審査は，論
文提出者の増加に
伴い，短期間に多
量の論文を審査す
ることが求められ
ている。学年末の
多忙な時期に，審
査の厳格化と教員
の負担増が深刻な
問題となってい
る。論文のテーマ
を優先して審査員
を決めているが，
特定の教員に集中
し，一人の教員が
かなり多くの論文

　後期課程進学率
を高め，博士学位
の授与件数をいっ
そう増やすため
に，審査の時期や
審査員の選抜方法
を見直す等，適正
化を図る。

資料４－４－６　大学院政治
経済学研究科シラバス
資料４－４－９　明治大学政
治経済学研究科修士学位取得
のためのガイドライン
資料４－４－10　明治大学政
治経済学研究科博士学位取得
のためのガイドライン
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第５章　学生の受け入れ　

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか（「AP」の全文記述は不要です）

求める学生像の明示及び当該課程に入学するに当たり修得しておくべき知識等の内容・水準の明示及び社会への公表

a ◎理念・目的，教育目標を踏ま
え，求める学生像や，修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにした学生の受け入れ方針
を，学部・研究科ごとに定めてい
ること。
◎公的な刊行物，ホームページ
等によって，学生の受け入れ方
針を，受験生を含む社会一般に
公表していること。【約４００字】

　本研究科では，入学者受入方針として，博士前期課程及び博士後期課程の入学者
に求められる要件等を「政治経済学研究科アドミッションポリシー」として定め，
ＨＰ及び明治大学「入学試験要領」などで公表している（資料５－１，資料５－２
１貢）。
【博士前期課程】
　一貫教育により国際的にも通用できる若手研究者の養成を目指す研究者養成コー
スとグローバルに活躍できる高い判断力を備えた高度職業人の育成を目指す専修
コースの２つのコースを有し，主に次のような資質や意欲を持つ学生を積極的に受
け入れる。
○ 政治，社会，経済のいずれかの一般的ならびに専門的素養を持ち，明確な問題
意識を持つ者。
○ 外国語文献にも取り組む向学心を持ち，粘り強く研究を続ける意欲を持つ者。
【博士後期課程】
　自主性・創造性・革新性に優れたオリジナリティにあふれる，国際的にも十分通
用できる研究者の養成を目指しており，主に次のような資質や意欲を持つ学生を積
極的に受け入れる。
○ 政治，社会，経済のいずれかにおいて十分な専門的知識を持ち，博士論文作成
に向けた強い意志を持つ者。
○ 外国語文献を十分に読解する能力を持ち，自立した研究者になりたいという旺
盛な意欲を持つ者。

【博士前期課程】２
コースを設置するこ
とで，研究者を目指
す学生のみならず，
高度職業人を志望す
る学生にも門戸を開
き，多様な学生を受
け容れている。留学
生と社会人を対象に
したそれぞれの特別
入試制度も同様の効
果を挙げている。
【博士後期課程】ア
ドミッションポリ
シーを具体化するよ
うな高い選抜基準を
設けることで，博士
論文作成にふさわし
い資質と意欲を備え
た学生を確保してい
る。

【博士前期課程】入
試選抜方法が異なる
学生が授業に混在す
ることから，個々の
学生に対応した授業
を展開しずらくなっ
ている。特に日本語
能力が不十分な留学
生への対応に苦慮し
ている。
【博士後期課程】
課程博士論文提出ま
でには，研究科が定
めたいくつかの要件
をクリアする必要が
あり，標準修業年限
ではそれらをクリア
できずに，博士論文
未提出のまま在籍が
長期化してしまう場
合もある。

【博士前期課程】
2013年度中にはカ
リキュラム検討委
員会の最終答申が
出される運びであ
り，それが研究科
委員会で承認され
ればコース制廃止
を含めたより魅力
的なカリキュラム
を実施する予定で
ある。
【博士後期課程】
特になし。

資料５－１　政治経済学
研究科ホームページ「入
学者の受入方針（アド
ミッション・ポリ
シー）」
http://www.meiji.ac.jp/
dai_in/political_scienc
e-
economics/policy/gradua
te_ap.html
資料５－２　政治経済学
研究科2013年度大学院学
生募集要項

障がいのある学生の受け入れ方針と対応

b ●該当する事項があれば説明す
る【約２００字】

（２）学生の受け入れ方針に基づき，公正かつ適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか

a ●学生の受け入れ方針と学生募
集，入学者選抜の実施方法は整
合性が取れているか。（公正かつ
適切に学生募集及び入学者選抜
を行っているか，必要な規定，組
織，責任体制等の整備している
か）【約４００字】

【前期博士課程】
入学者受け入れ方針に基づき，学内選考入学試験，コース別の一般入学試験，外国
人留学生入学試験，社会人特別入学試験，飛び入学試験など多様な受験生に対応し
た適切な入学者選抜試験制度が設けられている（資料５－３，資料５－４，資料５
－５）。
まず，学内選考入試については，面接諮問を実施している。一般選抜入試，社会人
特別入試，飛び入試については研究者養成コースでは①外国語，②専門科目，③面
接を実施している。専修コースでは，①小論文，②専門科目，③面接を実施してい
る。外国人留学生入試においては，研究者養成コースでは①外国語，②専門科目，
③面接を実施しており，専修コースでは①専攻に関する基礎知識，②面接を実施し
ている。
【博士後期課程】
入学者受け入れ方針に基づき，一般入学試験，外国人留学生入学試験を実施し，修
士学位論文，専門科目試験，外国語試験，面接試験により公正な入学者選抜が行わ
れている。ただし，国費留学生と政府派遣留学生については，送り出し機関ないし
日本での受け入れ責任者の認定により入学者の選抜が行われている（資料５－
６）。
一般選抜入試，社会人特別入試，飛び入試については，まず①修士論文審査が行わ
れ，②専門科目（政治学・経済学），③面接諮問を実施している。外国人留学生入
試については，①専門科目（政治学または経済学），②外国語を実施している。な
お外国人留学生については，一般入学試験との合格基準点を変える等，柔軟に対応
し，社会人特別入学試験においても，筆記試験科目を一般入学試験に比べ少なくす
るなど，社会人に配慮した入学試験を行い，職業人だけでなく，主婦・退職者等も
受験しやすい科目数にしている。

　ＡＰに則り多様な
入試を厳格に行って
いる。筆記試験では
いずれの試験でも科
目ごとに事前に明確
な合格基準を設け
て，合否を決定して
いる。

　多様な入試を行っ
ているので、入試作
業の負担が大きい。
試験では、合格判定
に定員はあまり意識
されていない。

　多様な入試を
行っているので，
入試作業の効率化
とチェック体制の
向上を図る。また
「年度計画書」に
あるように、修業
年限短縮による修
士学位取得の促進
を図り、多様化し
ている入学試験制
度に合わせた新た
な選考制度の導入
や学内選考基準の
再検討を入試制度
改善委員会など行
う。（資料５－
10）

　入試は落とすた
めの試験というよ
りは、受験生が大
学院学生としてふ
さわしい学力を備
えているかを確認
するものであるこ
とを踏まえ、適切
な合否決定の方法
はないかを検討す
る必要がある。

資料５－３　大学院政治
経済学研究科・入学試験
に関する内規
資料５－４　入学試験科
目及び合否判定基準一覧
（2013年度入試以降）
資料５－５　2013年度
政治経済学研究科入学試
験実施要領
資料５－６　特定留学生
書類選考入学試験要項
資料５－10　2014年度教
育・研究に関する長期・
中期計画書

発展計画
改善を要する点に対する発展計画

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

発展計画
改善を要する点に対する発展計画

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価

（３）適切な定員を設定し，入学者を受け入れるとともに，在籍学生数を収容定員に基づき適切に管理しているか

収容定員に対する在籍学生数比率の適切性

a ◎部局化された大学院研究科や
独立大学院などにおいて，在籍
学生数比率が1.00である。（修
士・博士・専門職学位課程）【約２
００字】

【博士前期課程】
収容定員政治学専攻50名に対し，在籍学生比率は0.94(2011年度入試)，0.92(2012
年度入試),  0.9(2013年度入試）である。また，収容定員経済学専攻70名に対し，
在籍学生比率は0.7(2011年度入試)，0.69(2012年度入試),  0.53(2013年度入試）
である。外国人留学生試験以外での入学者数は十分とは言えないが，公正かつ適切
な入学者選抜を行うことを在籍学生数の管理よりも優先しているのが現状である。
（資料５－11）
【博士後期課程】
収容定員政治学専攻15名に対し，在籍学生比率は0.33(2011年度入試)，2.0(2012年
度入試),  1.33(2013年度入試）である。また，収容定員経済学専攻21名に対し，
在籍学生比率は1.0(2011年度入試)，0.33(2012年度入試),  0.43(2013年度入試）
である。（資料５－11）

　博士前期課程の入
学者は定員には満た
ない。他の大学院に
入学するためであろ
うが，合格しても入
学手続きをしない合
格者もいる。

　原因を調査し広
報などを充実させ
ると同時に，入試
方法等を改善す
る。競合する他大
学大学院の入学手
続き締切日を確認
して，適正な手続
き締め切り日を設
定する。

　カリキュラム改
革等を通じて，魅
力あるプログラム
を立ち上げる。

資料５－11　明大データ
表５－１「年度別入学定
員と入学定員超過率」

収容定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応

b ◎現状と対応状況【約２００字】 　定員に対する在籍学生数の未充足に対応して，2009年度から博士前期課程入学試
験の回数を従来の秋期１回から秋期と春期の2回に増やした。春期の入試も秋期と
全く同じ試験区分で実施している。（資料５－７，５－12）

　博士前期課程入学
試験の回数を２回に
増やしたことで，導
入前は50名だった
が，その後は受験
者，合格者，入学者
ともやや増加してい
る。(資料５－12)

　学力のレベルを下
げずに出願者の増加
を図ることが課題で
ある。収容定員に対
する意識は，学部に
比べると希薄である
ことは否めないの
で，改善が求められ
る。

　筆記試験に関し
ては，出題方法，
出題科目などを常
に見直し，受験者
のニーズに配慮し
た試験のあり方を
追求する。

　入学者を増やす
ために入試結果や
自己点検評価の資
料をさらに活用す
る方途を検討す
る。

定員を満たすた
め，飛び級や早期
入学制度を活用す
るなど、優秀な人
材が大学院進学を
考慮させるインセ
ンティブを与える
方策を学部と連携
しながらカリキュ
ラム委員会などで
検討する。

資料５－７　2013年度大
学院学生募集要項
資料５－12　志願者推移
表

（４）学生募集及び入学者選抜は，学生の受入れ方針に基づき，公正かつ適切に実施されているかについて，定期的に検証を行っているか

a ●学生の受入れの適切性を検証
するに当たり，責任主体・組織，
権限，手続きを明確にしている
か。また，その検証プロセスを適
切に機能させ，改善につなげてい
るか。
　　　　　　　　　　　　　　　【４００字】

ＡＰについては，2013年2月1日の研究科委員会で，本年は変更なしということを確
認し検証を行った。（資料５－８）
研究科執行部において，入学者選抜方法の適切性を定期的に検証している。入試制
度については，入試検討委員会と執行部が連携をとり適宜検討し，必要な変更を
行っている。（資料５－９）政府派遣留学生及び国費留学生の選抜方法について
は，2011年度より英語に関する公的試験の結果を提出させることを義務づけ，最低
必要となる点数を明示した。

学力のレベルを下げ
ずに出願者の増加を
図ることが課題であ
る。収容定員に対す
る意識は，学部に比
べると希薄であるこ
とは否めないので，
改善が求められる。

入試結果や自己点
検評価の資料をさ
らに活用する方途
を検討する。

カリキュラム改革
等と連動して，AP
の大幅な見直しを
図る。

資料５－８　政治経済学
研究科委員会議事録
（2012年2月1日開催，報
告事項１－（２）「政治
経済学研究科「入学者受
入」，「教育課程編成・
実施」，「学位授与」方
針について」）
資料５－９　政治経済学
研究科委員会議事録
（2012年9月30日開催，審
議事項６「博士後期課程
入学試験判定基準の変更
について」）
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第６章　学生支援のうち修学支援及びキャリア支援

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生支援に関する方針を定め，学生への修学支援は適切に行われているか

a ●修学支援，進路支援に関す
る方針を，理念・目的，入学者
の傾向等の特性を踏まえながら
定めているか。また，その方針
を教職員で共有しているか。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

本研究科の学生支援に関する方針は，「学長方針」に従い，
「年度計画書」における「学生支援」の項目において，(1)
キャリア・サポート制の強化(2)留学生支援(3)奨学金制度の
充実について示し（資料６－１），教職員で共有している。

資料６－１　2014年度教
育・研究に関する単年度
計画書

b ●方針に沿って，修学支援のた
めの仕組みや組織体制を整備
し，適切に運用しているか。
　○留年者，休退学者の状況把
握と対応
　○障がいのある学生に対する
対応
　○外国人留学生に対する対
応
　○学生支援の適切性の確認
　　　　　　【約４００字～８００字
程度】

　大学院生のメンタルヘルスケアについては，学生相談室と
の連携が図られている。留年者，休退学者の状況について
は，研究科委員会に諮り，周知している。留籍および復学に
ついては，研究科委員会として把握している。また，学位論
文の執筆言語を母語としない外国人留学生への校閲支援や院
生によるチューター制度を利用し，研究活動だけなく，学生
生活における支援を行っている。

　留学生の学位論文
の日本語指導が指導
教員に集中し，負担
になる場合もある。

　留学生については研
究科の留学生関係委員
会を中心として，国際
教育事務室，学生相談
室と連携しながら研究
および生活支援に努め
る。また，チューター
制度や英文校閲の制度
を利用して留学生の研
究・日本語指導体制を
強化する。

　留学生の指導に当た
る教員の負担を軽減す
るため，英語による論
文指導が可能な教員の
採用，外部機関の活用
など，組織的なサポー
ト体制を整備する。
ＦＤ研修などの制度を
充実させる。

（２）学生の進路支援は適切に行われているか

a ◎学生の進路選択に関わるガ
イダンスを実施するほか，キャリ
アセンター等の設置，キャリア
形成支援教育の実施等，組織
的・体系的な指導・助言に必要
な体制を整備していること。
　　　　　　　　【約４００字～８００
字】

　本研究科独自に「キャリア・サポート委員会」を設置して
いる。当委員会は，全学的組織である就職・キャリア形成支
援事務室との連携をとりつつも，独自に就職支援講座を開催
するなど，企業や官庁が求める人材像について学生への周知
に努めている。その取組みとして，2012年11月19日（月）に
大学院生のための就職支援セミナーを実施した（資料６－
２）。

　本研究科独自の就
職支援セミナーが実
施されている。(資
料№６－３)

　キャリア・サポー
ト委員会を中心とし
て，学部および他研
究科との連携によっ
て学生に対するキャ
リア・サポート活動
をさらに強化する。

資料６－２　キャリア・
サポート委員会ポスター
「留学生を含む全ての大
学院生のための「就職支
援セミナー」」　　　資
料６－３就職支援セミ
ナー参加者名簿

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目で

す。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価
改善を要する点に対する発展計画

発展計画

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点
F列の現状から記述
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第１０章　内部質保証

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，その結果を公表することで社会に対する説明責任を果たしているか

a ◎自己点検・評価を定期的に実施し，
公表していること
　                      【約４００字】

　自己点検・評価活動は大学院学則第２条の２に基づく活
動であり，毎年，自己点検・評価全学委員会による基本方
針に従い，自己点検・評価を行っている。またそれらの点
検・評価活動の後，「学長方針」に基づき「年度計画」を
作成している。2012年度は研究科内の自己点検・評価委員
会を年2回開催し，「2011年度自己点検・評価報告書」を作
成した。同報告書は，2012年11月6日開催の研究科委員会に
付し，その後全学の手続きを経て，ホームページで公開し
ている（資料10-１，資料10-２）

【評価に関する委員会等の設置】
（名称，メンバー，2012年度開催回数）
（１）自己点検・評価委員会 委員３名（2013年度から１名
増員予定）
，ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：研究科執行部4名（研究科長，大学院委員，
各専攻主任），計7名　年2回開催
なお，自己点検：評価委員会委員は政治学専攻2名，経済学
専攻2名により構成されている。

　報告書の形式と内
容がまだ十分に浸透
していないので，多
くの構成員に記述方
法を理解されていな
い。

　コース制の見直しの
ケースに見られるよう
に，実際の改善はカリ
キュラム検討委員会，
入試制度改善委員会や
執行部で必要に応じて
進められるが，自己点
検・評価活動との連動
を一層図るため，各種
員会の委員長などにも
必要に応じて，報告書
の作成参加を検討す
る。

　「年度計画書」と
「自己点検・評価」
のプロセスの一層の
連動を図る。

資料10-１ 政治経済学研
究科委員会議事録（2012
年11月6日開催，報告事項
９．「2011年度自己点
検・評価報告書につい
て」）
資料10-２　政治経済学研
究科ホームページ「学部
等自己点検・評価報告書
」
(http://www.meiji.ac.jp
/koho/about/hyouka/pdf/
2006/03_1.pdf）

（２）内部質保証システムに関するシステムを整備し，適切に機能させているか

a ●内部質保証の方針と手続を明確にし
ていること。
●内部質保証をつかさどる諸組織（評
価結果を改善）を整備していること
●自己点検・評価の結果が改革・改善
につながっていること
●学外者の意見を取り入れていること
●　文部科学省や認証評価機関からの
指摘事項に対応していること
　　　　【８００字～１０００字程度】

　「年度計画書」の作成にあたり，自己点検・評価報告書
の「発展計画」を参考にしている。
　また，「学長方針」には，前回の自己点検・評価報告書
についての全学委員会のコメントや評価委員会の評価が反
映されており，ＰＤＣＡサイクルが整備されている。
　研究科内に設置されているカリキュラム検討委員会や入
試制度改善委員会等各種委員会では，現状をより具体的に
把握し，有効な改善策を策定するため，課題を分担して活
動している。
　前回認証評価時の助言・指摘事項や自己点検・評価　評
価委員からの指摘事項については，2011年度より第2期「改
善アクションプラン」（資料10－３）を，「国際化」，
「ＦＤ」の等について3件策定し，改善指標を定めて進捗管
理を行っている。

　毎年度自己点検・
評価活動を行い，予
算プロセスである
「年度計画書」との
連動をできる限り
図っており，さらに
大学基準協会の大学
認証評価受審，文部
科学省の競争的補助
金や科学研究費補助
金の採択などによ
り，自己点検・評価
の重要性の認識は着
実に広まっている。

　予算プロセスとの
連動を含め，自己点
検・評価活動の理解
はまだ十分とはいな
えない。院生協議会
との懇談会の結果に
ついて情報が十分に
共有されているとは
言えない。

　自己点検・評価を内部
質保証システムとして明
確に位置づける。

　毎年度自己点検・評
価活動や予算プロセス
である「年度計画書」
との連動についての方
向性や仕組みを教員で
共有するように図る。

　学生，卒業生，学
生の父母などの評価
についても考慮すべ
きであるので，院生
協議会と研究科執行
部との懇談会など
も，内部質保証のシ
ステムの一環である
ように位置づけを考
える。このような適
切な外部評価の手続
き，ならびに評価結
果の活用方法の検討
を進める。

資料10－３　第２期「改
善アクションプラン
（３ヵ年計画）」

　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

改善を要する点に対する発展計画効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目
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